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平成 27 年 11 月 18 日 

各 位 

会 社 名 株式会社セゾン情報システムズ 

代表者名 代表取締役社長 宮野 隆 

 （ JASDAQ・コード : 9640）  

問合せ先 経営企画室長  豊田  あかね 

 （TEL  0 3-3988-3477 ） 

 

株式会社ビジネスブレイン太田昭和との業務提携に関する基本合意のお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社ビジネスブレイン太田昭和（本社：東京都港区 代表

取締役社長：石川 俊彦 以下、「ビジネスブレイン太田昭和」）との間で業務提携を行うことについて決定し、

業務提携に関する契約書を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の目的 

ビジネスブレイン太田昭和および当社は、両者の経営資源・ノウハウ・事業基盤を相互に強化・補完する

体制を構築し、友好的かつ緊密な連携・協力関係のもとに、ＢＰＯ事業、コンサルティング事業領域、システ

ム開発事業領域、その他企業向け情報システム等に関するソリューション・ビジネスでの発展を期し、業務提

携を行うことで基本合意をすることに至りました。 

 

２．業務提携の内容 

ビジネスブレイン太田昭和および当社は、以下の業務提携の内容およびその推進方法等について協議

するものとし、当該協議の決定事項に基づき業務提携を推進してまいります。 

（１）ＢＰＯ事業における相互支援 

ビジネスブレイン太田昭和が当社から譲り受けたＢＰＯ事業運営にあたって、当社が支援を行います。 

（２）コンサルティング及びシステム・ソリューション事業領域における相互支援 

① コンサルティング及びシステム・ソリューション事業領域における共同受注活動、人材の相互補完を行

います。 

② ビジネスブレイン太田昭和および当社が保有するパッケージソリューションを相互に販売します。 

（３）相互の得意分野・ノウハウによる新規提携分野の開拓 

 

３．業務提携の相手先の概要（平成 27 年９月 30 日現在） 

(1)名 称 株式会社ビジネスブレイン太田昭和 

(2)所 在 地 東京都港区西新橋一丁目２番９号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長  石川 俊彦 

(4)事 業 内 容 コンサルティング・システム開発事業、マネージメントサービス（BPO）事業 

(5)資 本 金 2,233 百万円 
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(6)設 立 年 月 日 昭和 42 年８月 26 日 

(7)大株主及び持株比率 

BBS グループ従業員持株会 5.68% 

株式会社ケイ・ワイ 5.51% 

JFE システムズ株式会社 3.75% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与 ESOP 信

託口・75753 口） 

3.41% 

株式会社日立ソリューションズ 3.25% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬 BIP 信託

口・75813 口） 

2.63% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株 ESOP

信託口・75561 口） 

2.17% 

関 節 1.50% 

木村 幸弘 1.42% 

株式会社クレオ 1.25% 

前田建設工業株式会社 1.25% 

(8)上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

(9)当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 25年３月期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 

連 結 純 資 産 5,159 百万円 5,550 百万円 6,378 百万円 

連 結 総 資 産 10,299百万円 10,660百万円 11,693百万円 

１株当たり連結純資産 970.11円 1,054.47 円 1,152.59 円 

連 結 売 上 高 15,977百万円 16,972百万円 18,335百万円 

連 結 営 業 利 益 781百万円 1,003 百万円 1,044 百万円 

連 結 経 常 利 益 810百万円 1,022 百万円 1,067 百万円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
464百万円 567百万円 632百万円 

１株当たり連結当期純利益 65.70 円 110.26円 122.30円 

１ 株 当 た り 配 当 金 15.00 円 19.00 円 22.00 円 

 

４．日 程 

(1)取 締 役 会 決 議 日 平成 27年 11月 18 日 

(2)契 約 締 結 日 平成 27年 11月 18 日 

 

５．今後の見通し 

本件が平成 28年 3 月期の連結業績に与える影響は軽微であると考えております。 

以 上 


